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■１．地区計画とは 

 

(1)概要 

地区計画制度は、地区レベルでのよりきめこまかい土地利用誘導や地区施設整備を進めて

いくため、住民の意向を反映しながら、地区ごとの特性に応じた整備又は保全のための計画を定

め、良好な市街地の整備や保全を図ろうとする制度です。 

 

 

(2)決定主体 

日進市 

 

(3)対象区域 

 次の各号のいずれかに該当する土地の区域について定めるものとなります。 

ア 用途地域が定められている土地の区域 

イ 用途地域が定められていない土地の区域のうち次のいずれかに該当するもの 

ａ 住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われる、

又は行われた土地の区域 

ｂ 建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれる一

定の土地の区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良な街

区の環境が形成されるおそれがあるもの 

ｃ 健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境が形成されてい

る土地の区域 



 

 

(4)地区整備計画に定めることができる事項 

ａ 地区施設に関する事項 

道路、公園、緑地、広場その他の公共空地の配置及び規模 

ｂ 建築物等に関する事項 

用途の制限、容積率の最高限度、建ぺい率の最高限度、敷地面積の最低限度、

壁面の位置の制限、壁面後退区域における工作物の設置の制限、高さの最高限度、

形態又は色彩その他の意匠の制限、緑化率の最低限度、垣又はさくの構造の制限 

ｃ 樹林地、草地等の保全に関する事項 

 

(5)区域内における主な規制 

 建築物の制限に関する事項を条例に位置付けることにより、より担保性のある手続き・罰則規

定を適用可能とし、その実効性を確保しています。条例に違反した場合は罰金の罰則規定が

適用されることになります。 

ア 届出・勧告制度 

地区整備計画の区域内で土地の区画形質の変更、建築行為等を行おうとする者は、

日進市長に届出を要し、日進市長は計画不適合のものについては勧告できます。 

イ 開発許可基準 

市街化調整区域内の開発許可にあたっては、地区計画の内容が許可の立地基準に

なります。 

ウ 建築基準法に基づく規制 

地区計画の内容は、建築確認申請の審査事項となります。 



 

■２．経緯 

 

告示(実施)年月日 内容 

平成 11 年 3 月 25 日 名古屋都市計画日進竹の山南部地区計画に係る建築物の

制限に関する条例公布【施行：平成 11 年 4 月 13 日】 

平成 12 年 3 月 28 日 名古屋都市計画日生東山園地区計画に係る建築物の制限

に関する条例公布【施行：平成 12 年 3 月 28 日】 

平成 16 年 9 月 30 日 名古屋都市計画米野木駅前地区計画に係る建築物の制限

に関する条例公布【施行：平成 16 年 10 月 12 日】 

平成 19 年 7 月 20 日 名古屋都市計画日進竹の山南部地区計画の変更告示 

平成 20 年 12 月 24 日 名古屋都市計画日進笠寺山地区計画に係る建築物の制限

に関する条例公布【施行：平成 20 年 12 月 24 日】 

平成 24 年 12 月 26 日 名古屋都市計画赤池箕ノ手地区計画に係る建築物の制限

に関する条例公布【施行：平成 25 年 1 月 29 日】 

平成 28 年 7 月 6 日 日進市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条

例公布【施行：平成 28 年 8 月 1 日】 

（芦廻間地区計画の施行に伴い条例を改正し、附則により、

本条例に包含されることとなった旧 5 条例を廃止） 

平成 30 年 4 月 1 日 日進市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条

例公布【施行：平成 30 年 4 月 1 日】 

（田園住居地域の創設等に係る建築基準法の改正に伴い、

地区整備計画に定める建築物に関する事項の一部について

改正） 

令和 6 年 6 月 7 日 名古屋都市計画日進駅西地区計画の計画原案にかかる権

利者向け説明会（参加者：11 名） 

令和 6 年 7 月 17 日 名古屋都市計画日進駅西地区計画の計画原案にかかる市

民向け説明会（参加者：4 名） 

令和 6 年 8 月 1 日～16 日 名古屋都市計画日進駅西地区計画の計画原案の権利者

向け縦覧 

（広報 8 月号にて周知、縦覧者数：1 名、意見書提出：無し） 

令和 6 年 8 月 28 日 名古屋都市計画日進駅西地区計画の決定についての愛知

県知事事前協議 

令和 6 年 10 月 1 日 同協議に対する愛知県知事からの回答（異存なし） 

令和 6 年 10 月 7 日～22

日 

名古屋都市計画日進駅西地区計画の計画原案の市民向

け縦覧 

（広報 10 月号にて周知、縦覧者数：1 名、意見書提出：無

し） 

令和 6 年 11 月 12 日 令和 6 年度第 2 回都市計画審議会において、名古屋都市

計画日進駅西地区計画の決定について可決 



 

令和 6 年 11 月 25 日 名古屋都市計画日進駅西地区計画の決定についての愛知

県知事協議 

令和 6 年 12 月 19 日 同協議に対する愛知県知事からの回答（異存なし） 

令和 7 年 2 月 20 日 令和 7 年第 1 回日進市議会定例会に日進市地区計画の区

域内における建築物の制限に関する条例を上程 

令和 7 年 3 月 24 日 日進市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条

例公布【施行：令和 7 年 5 月 1 日（予定）】 

令和 7 年 5 月 1 日（予定） 名古屋都市計画日進駅西地区計画決定告示 



 

 
 

地区計画区域 

 赤池箕ノ手地区計画 
(約 60.0ha） 

 日進笠寺山地区計画 
(約 2.1ha） 

  米野木駅前地区計画 
(約 56.6ha）  日生東山園地区計画 

(約 20.7ha） 

 日進竹の山南部地区計画 
(約 95.7ha） 

 芦廻間地区計画 
(約 11.2ha） 

■３．位置図 

日進駅西地区計画 
(約 7.1ha） 



 

■４．条例の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この条例に規定する、区域（地区）ごとの具体的な建築物の用途等に関する制限については、

各区域ごとに作成されている地区計画ガイド（パンフレット）をご覧ください。 

第2条　用語の定義

（表内の記号はそれぞれの適用区域において制限を定めている計画地区名を示す）

第3条　適用区域
第4条

建築物の用途の制限

第5条

建築物の容積率の最高限

度

第6条

建築物の敷地面積の最低

限度

第7条

壁面の位置の制限

第8条

建築物の高さの最高限度

第9条

垣又はさくの構造の制限

第１3条

緑化率の最低限度

日進竹の山南部 A,B-1,B-2,C,D,E,F E A,B-1,B-2,C,D,E,F B-1,C

日生東山園 A,B,C A,B,C A,B,C A,B,C A,B,C

米野木駅前 A-1,A-2,B,C-1,C-2,D,E D,E C-1,C-2

日進笠寺山 A,B A,B A,B A,B A,B A,B

赤池箕ノ手 A,B,C,D-1D-2,E D-1,E A,B,C,D-1D-2,E

芦廻間 A,B A,B A,B

日進駅西 A,B A,B A,B

第10条

建築物の敷地が対象区域の

内外にわたる場合等の措置

第11条

既存の建築物に対する制限

の緩和

第14条

一の敷地とみなすことによる

緑化率規制の特例

第15条

緑化施設の管理

第16条

違反建築物に対する措置

第17条

報告及び立ち入り検査

第12条

公益上必要な建築物の特

例

第18条　委任

第19条　罰則

　　　　…第4～第9条

第20条　罰則

　　　　…第16条、第17条

第21条　両罰規定

第1条　目的



 

■５．逐条解説 

 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。)第 68 条の

2 第 1 項及び都市緑地法(昭和 48 年法律第 72 号)第 39 条第 1 項の規定に基づき、地

区計画の区域内における建築物の敷地、構造及び用途に関する制限を定めることにより、適

正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的とする。 

 

＜解説＞ 

本条は、この条例における目的について規定したものです。 

本条例は、建築基準法第６８条の２第１項及び都市緑地法第 39 条第 1 項を根拠法令と

して構成されています。 

 

 

（用語の定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、この条例において定めるもののほか、法及び建築基

準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」という。）の例による。 

 

＜解説＞ 

本条は、この条例における用語の意義について規定したものです。 

根拠法令は建築基準法ですが、用語の定義について自動的に準用されるわけではないため、

本条で改めて定義しています。 

本条例において規定した用語の意義以外は、法、政令に準拠します。 

 

 

（適用区域） 

第３条 この条例は、地区計画において地区整備計画が定められている別表第１に掲げる区

域（以下「対象区域」という。）に適用する。 

 

＜解説＞ 

本条は、この条例における適用区域について規定したものです。 

本条例が適用される区域を、別表第１に定めています。 

市内で地区整備計画が定められている区域について、位置図を４・５ページに示しています。 

 

 



 

（建築物の用途の制限） 

第４条 対象区域においては、それぞれ別表第２左欄の計画地区（対象区域に係る地区整

備計画において区分された地区をいう。以下同じ。）の区分に応じ、同表右欄の用途の制限

の項に掲げる建築物は、建築してはならない。 

 

＜解説＞ 

本条は、建築物の用途の制限について規定したものです。 

区域（地区）毎の建築物の用途の制限を、別表第２に定めています。 

市内で地区整備計画が定められている６区域の全てにおいて本条の制限を適用しています。 

 

 

（建築物の容積率の最高限度） 

第５条 建築物の延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては、その延べ

面積の合計）の敷地面積に対する割合（以下「容積率」という。）は、それぞれ別表第２左欄

の計画地区の区分に応じ同表右欄の容積率の最高限度の項に掲げる数値を超えてはなら

ない。 

２ 前項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、法第５２条第１項に

規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積の例により算定する。 

 

＜解説＞ 

本条は、建築物の容積率の最高限度について規定したものです。 

市内で市街化調整区域に地区整備計画を定めている、日生東山園及び日進笠寺山の２

区域において、ゆとりある街並みを創出することを目的として本条の制限を適用しています。 

 

第１項 

区域（地区）毎の建築物の容積率の最高限度を、別表第２に定めています。 

 

第２項 

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分について規定したものです。

法第 52 条第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積の例により、以下

については容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しません。 

【政令第２条第１項第４号及び同条第３項】 

(1) 自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車路、操車場所及び

乗降場を含む。）の用途に供する部分の床面積のうち、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一

敷地内に２以上の建築物がある場合においては、それらの建築物の各階の床面積の合計の和。次号から第５

号までにおいて同じ。）の５分の１を限度とする部分 

(2) 専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分の床面積のうち、当該敷地内の建築物の各階の

床面積の合計の 50 分の１を限度とする部分 

(3) 蓄電池（床に据え付けるものに限る。）を設ける部分の床面積のうち、当該敷地内の建築物の各階の床面



 

積の合計の 50 分の 1 を限度とする部分 

(4) 自家発電設備を設ける部分の床面積のうち、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計の 100 分の

１を限度とする部分 

(5) 貯水槽を設ける部分の床面積のうち、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計の 100 分の１を限度

とする部分 

【法第 52 条第３項】 

(6) 建築物の地階でその天井が地盤面（法第 52 条第４項に規定する地盤面をいう。）からの高さ１メートル以

下にあるものの住宅の用途に供する部分（政令第 135 条の 16 で定める昇降機の昇降路の部分又は共同住

宅の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。以下この項において同じ。）の床面積（当該床面積が

当該建築物の住宅の用途に供 

する部分の床面積の合計の３分の１を超える場合においては、当該建築物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１） 

【法第 52 条第６項】 

(7) 政令第 135 条の 16 で定める昇降機の昇降路の部分又は共同住宅の共用の廊下若しくは階段の用に

供する部分の床面積 

【高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第 19 条】 

(8) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）第 17 条第３項

の認定を受けた計画（同法第 18 条第１項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの）に係る

特定建築物（同法第２条第 16 号の特定建築物をいう。）の建築物特定施設（同法第２条第 18 号の建築

物特定施設をいう。以下同じ。）の床面積のうち、移動等円滑化（同法第２条第２号の移動等円滑化をい

う。）の措置をとることにより通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなる場合における高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成 18 年政令第 379 号）第 24 条に定め

る部分 

【都市の低炭素化の促進に関する法律第 60 条】 

(9) 低炭素建築物（都市の低炭素化の促進に関する法律（平成 24 年法律第 84 号）第２条第３項の低炭

素建築物をいう。）の床面積のうち、同法第 54 条第１項第１号に掲げる基準に適合させるための措置をとるこ

とにより通常の建築物の床面積を超えることとなる場合における都市の低炭素化の促進に関する法律施行令

（平成 24 年政令第 286 号）第 13 条に定める部分 

※ 政令第 135 条の 16 で定める昇降機は、エレベーターを指します。 

 

 



 

（建築物の敷地面積の最低限度） 

第６条 建築物の敷地面積は、それぞれ別表第２左欄の計画地区の区分に応じ、同表右

欄の敷地面積の最低限度の項に掲げる数値以上でなければならない。 

２ 前項の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で同項

の規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として

使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合においては、同項の規定は、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る土地については、この限りでない。 

（１）前項の規定の改正後の同項の規定の施行又は適用の際、改正前の同項の規定に違

反していた建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用する

ならば改正前の同項の規定に違反することとなった土地 

（２）前項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建築

物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地 

３ 第１項の規定は、法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による建築物の敷地面

積の減少により、当該事業の施行の際現に建築物の敷地として使用されている土地で同項

の規定に適合しなくなるもの又は当該事業の施行の際現に存する所有権その他の権利に基

づいて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合しないこととなる土地について、

その全部を一の敷地として使用する場合においては、適用しない。ただし、次の各号のいずれ

かに該当する土地については、この限りでない。 

（１）法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行により面積が減少した際、当該面積の

減少がなくとも第１項の規定に違反していた建築物の敷地及び所有権その他の権利に基づ

いて建築物の敷地として使用するならば同項の規定に違反することとなった土地 

（２）第１項の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づいて建

築物の敷地として使用するならば同項の規定に適合するに至った土地 

 

＜解説＞ 

本条は、建築物の敷地面積の最低限度について規定したものです。 

本条中「所有権その他の権利」とは、所有権、地上権、賃借権など、建築物の建築について

権原となり得る土地に関する権利が含まれます。 

市内では、大規模店舗、集客施設や一定規模以上の工業施設等の誘導を目的とした制

限を日進竹の山南部及び赤池箕ノ手の２区域の一部計画地区に、ゆとりある住環境の創出を

目的とした制限を日生東山園及び日進笠寺山の２区域全域に適用しています。 

 

第１項 

区域（地区）毎の建築物の敷地面積の最低限度を、別表第２に定めています。 

 

第２項 

法第 68 条の２第３項に基づき、法第 53 条の２第３項の規定を準用し、第１項に規定する

建築物の敷地面積の最低限度の適用除外について規定したものです。 



 

以下の場合等において、建築物の敷地面積の最低限度の適用除外を定めています。 

・第１項の規定の施行の時点で、建築物の敷地として使用している一筆の土地について、当該敷地が第１項の

制限に適合しない場合に、当該敷地として使用している土地の部分の全部を一の敷地として使用する場合 

・第１項の規定の施行の時点で、建築物の敷地が数筆の土地にわたっていて、それら数筆の土地で第１項の制

限に適合しないもののうち、それら数筆の土地の全部を建築物の敷地として使用する場合 

ただし、以下のいずれかに該当する敷地は、本項に規定する建築物の敷地面積の最低限度

の適用除外となりません。 

第１号 改正された第１項の規定の施行の時点で、改正前の同項の規定に違反していた土地 

第２号 既存不適格の土地であっても、敷地面積の増加等により第１項の規定に適合することとなった土地 

 

例）第２項ただし書き第１号（適用除外の対象外）の例 

 

例）第２項ただし書き第２号（適用除外の対象外）の例 

 

 

第３項 

政令第 136 条の２の５第 11 項に基づき、法第 86 条の９の規定を準用し、第１項に規定

する建築物の敷地面積の最低限度の適用除外について規定したものです。 

法第 86 条の９第１項各号に掲げる事業の施行により建築物の敷地面積が減少する場合、

以下の場合等において、建築物の敷地面積の最低限度の適用除外を定めています。 

・当該事業の施行の時点で、建築物の敷地として使用している一筆の土地について、当該敷地が第１項の制

限に適合しなくなる場合に、当該敷地として使用している土地の部分の全部を一の敷地として使用する場合 

・当該事業の施行の時点で、建築物の敷地が数筆の土地にわたっていて、それら数筆の土地で第１項の制限

に適合しないもののうち、それら数筆の土地の全部を建築物の敷地として使用する場合 

ただし、以下のいずれかに該当する敷地は、本項に規定する建築物の敷地面積の最低限度

の適用除外となりません。 

第１号 当該事業の施行による敷地面積の減少がなくても、既に第１項の規定に違反していた土地 

第２号 既存不適格の土地であっても、敷地面積の増加等により第１項の規定に適合することとなった土地 

既に違反している
× 敷地は、適用除外の

対象外【適用除外対象外】

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　200㎡以上

敷地面積　210㎡
敷地面積　160㎡

（50㎡減）

【違反】

敷地面積　160㎡

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　180㎡以上

敷地面積の減少により

既に違反している

一度適合した敷地は
× 適用除外の対象外

敷地面積　160㎡
（40㎡減）

【適用除外対象外】

敷地面積　160㎡ 敷地面積　200㎡
（40㎡増）

【既存不適格】 【適合】

敷地面積　160㎡ 敷地面積　160㎡

【適用除外】

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　180㎡以上

敷地面積の増加により

適合することとなった



 

 

例）第３項本文（適用除外）の例 

 

 

 

 

例）第３項ただし書き第１号（適用除外の対象外）の例 

 

例）第３項ただし書き第２号（適用除外の対象外）の例 

 

（参考）第３項の対象となる法第 86 条の９各号に掲げる事業 

・土地収用法による、土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業等 

・土地区画整理法による土地区画整理事業等 

・都市再開発法による第一種市街地再開発事業等 

・大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整備事業等 

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 による防災街区整備事業等 

（法第 86 条の９第 1 項、政令第 137 条の 16、土地収用法第 3 条及び第 16 条による） 

 

 

○ 適用除外敷地面積　210㎡
敷地面積　160㎡

（50㎡減）

【適用除外】

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　180㎡以上 事業施行時

事業の施行による

敷地面積の減少

既に違反している
× 敷地は、適用除外の

対象外

事業施行時

敷地面積　210㎡
敷地面積　160㎡ 敷地面積　150㎡

（50㎡減） （10㎡減）

【違反】 【適用除外対象外】

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　180㎡以上

敷地面積の減少により既

に違反している

一度適合した敷地は
× 適用除外の対象外

条例規定施行時
（改正前の規定）

敷地面積　180㎡以上 事業施行時

敷地面積　210㎡
敷地面積　160㎡

（50㎡減）

【適用除外】

【適合】 【適用除外対象外】

敷地面積　160㎡ 敷地面積　200㎡ 敷地面積　160㎡
（40㎡増） （40㎡減）

【既存不適格】

敷地面積の増加により

適合することとなった



 

（壁面の位置の制限） 

第７条 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（地階が設けられている場合の地階部分を

除く。以下「外壁面等」という。）から敷地境界線までの距離は、それぞれ別表第２左欄の計

画地区の区分に応じ同表右欄の壁面の位置の制限の項に掲げる制限に適合するものでな

ければならない。 

２ 前項の規定は、市長が敷地の形態上又は建築物の構造、設備若しくは用途上やむを得

ず、かつ、安全上、防火上又は衛生上支障がないと認めて許可したものについては、適用しな

い。 

 

＜解説＞ 

本条は、壁面の位置の制限について規定したものです。 

ゆとりある住環境の形成を目的としており、市内で地区整備計画が定められている６区域の

全域（米野木駅前地区の一部計画地区を除く）において本条の制限を適用しています。 

 

第１項 

区域（地区）毎の壁面の位置の制限を、別表第２に定めています。 

 

第２項 

前項に規定する壁面の位置の制限の適用除外について規定したものです。 

 
例）日進竹の山南部地区の壁面の位置の制限の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《特例》物置、車庫等の建築物 

物置、車庫等の建築物で、軒高が 2.5ｍ以下、か

つ壁 面後 退 線を 越え る 部分 の 床面 積の 合 計 が

10 ㎡以下のものであれば、建築可能です。 

※この規制に関する説明 

 境界線からの後退距離とは、建築物の壁面

または、これに代わる柱の面までの距離であ

り、壁や柱の芯までの距離ではありません。 

 なお、建築物の附属部分で出窓（床面積に算

入されるものを除く）、ベランダ、その他これ

らに類するものは、この規制から除きます。 



 

（建築物の高さの最高限度） 

第８条 建築物の高さは、それぞれ別表第２左欄の計画地区の区分に応じ同表右欄の高さ

の最高限度の項に掲げる数値を超えてはならない。 

 

＜解説＞ 

本条は、建築物の高さの最高限度について規定したものです。 

区域（地区）毎の建築物の高さの最高限度を、別表第２に定めています。 

隣地への日照の確保や良好な市街地の景観の形成を目的としており、市内では日生東山

園、日進笠寺山及び芦廻間の全域ならびに日進竹の山南部及び米野木駅前の２区域のうち

の一部計画地区において本条の制限を適用しています。 

なお、日生東山園地区における北側斜線規制について、本条により制限を定めています。 

 

例）日生東山園地区の壁面の位置の制限の例 

 

 

 



 

（垣又はさくの構造の制限） 

第９条 垣又はさくの構造は、それぞれ別表第２左欄の計画地区の区分に応じ同表右欄の

垣又はさくの構造の制限の項に掲げるものでなければならない。 

 

＜解説＞ 

本条は、垣又はさくの構造の制限について規定したものです。 

区域（地区）毎の垣又はさくの構造の制限を、別表第２に定めています。 

市内では日進笠寺山地区の全域において、本条の制限を定めています。 

 

 

例）日進笠寺山地区の壁面の位置の制限の例 

 

 

 



 

（建築物の敷地が対象区域の内外にわたる場合等の措置） 

第１０条 建築物の敷地が対象区域の内外にわたる場合における第４条及び第６条第１項

の規定の適用については、当該敷地の過半が当該対象区域に属するときは当該建築物又

は当該敷地の全部についてこれらの規定を適用し、当該敷地の過半が当該対象区域に属さ

ないときには、当該建築物又は当該敷地の全部について、これらの規定を適用しない。 

２ 建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合における第４条及び第６条第１項の規

定の適用については、当該建築物又は当該敷地の全部について、当該敷地の過半の属する

計画地区に係るこれらの規定を適用する。 

 

＜解説＞ 

第１項 

建築物の敷地が、地区整備計画が定められている区域の内外にわたる場合の、以下の規定

の適用について定めたものです。 

・第４条（建築物の用途の制限） 

・第６条第１項（建築物の敷地面積の最低限度） 

地区整備計画区域に敷地の過半が属する場合は、当該建築物又はその敷地の全部に規

定が適用するものとしています。 

 

例）建築物の敷地が、地区整備計画を定めた区域の内外にわたる場合 

 

 

  

　Ｓ1（㎡） Ｓ2（㎡） …
Ｓ1＞Ｓ2
地区整備計画の規定が適用

　Ｓ3（㎡） Ｓ4（㎡） …
Ｓ3＞Ｓ4
地区整備計画の規定は不適用

敷地

敷地

地区整備計画区域内
規定あり

地区整備計画区域外



 

第２項 

建築物の敷地が、地区整備計画が定められている地区の２以上にわたる場合の、以下の規

定の適用について定めたものです。 

・第４条（建築物の用途の制限） 

・第６条第１項（建築物の敷地面積の最低限度） 

敷地の過半の属する地区の規定が、当該建築物又はその敷地の全部に適用するものとして

います。 

 

例）建築物の敷地が、地区整備計画を定めた２以上の地区にわたる場合 

 

　Ｓ1（㎡） Ｓ2（㎡） …
Ｓ1＞Ｓ2
地区整備計画の規定Ａが適用

　Ｓ3（㎡） Ｓ4（㎡） …
Ｓ3＞Ｓ4
地区整備計画の規定Ｂが適用

地区整備計画地区
規定Ａ

敷地

敷地

地区整備計画地区
規定Ｂ



 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１１条 法第３条第２項の規定により第４条の規定の適用を受けない建築物について、次

に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、法第３条第３項第３号及び第

４号の規定にかかわらず、第４条の規定は、適用しない。 

（１）増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により第４条の規定の適用を受けない

建築物について、法第３条第２項の規定により引き続き第４条の規定（同条の規定が改正さ

れた場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受けない期間の始期をいう。以下この

項において同じ。）における敷地内におけるものであり、かつ、増築又は改築後における延べ面

積及び建築面積が基準時における敷地面積に対してそれぞれ法第５２条第１項、第２項及

び第７項並びに法第５３条の規定並びに第５条第１項の規定に適合すること。 

（２）増築後の床面積の合計は、基準時における床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

（３）増築後の第４条の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の床面積の合計は、

基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超えないこと。 

（４）第４条の規定に適合しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器等の容量によ

る場合においては、増築後のそれらの出力、台数又は容量の合計は、基準時におけるそれら

の出力、台数又は容量の合計の１．２倍を超えないこと。 

（５）用途の変更（政令第１３７条の１９第２項に規定する範囲内のものを除く。）を伴わないこ

と。 

２ 法第３条第２項の規定により第５条第１項の規定の適用を受けない建築物について、法

第８６条の７第１項の規定により政令第１３７条の８で定める範囲内において増築又は改築を

する場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、第５条第１項の

規定は、適用しない。この場合において、政令第１３７条の８第２号の規定については、同号

中「基準時」とあるのは、「基準時（法第３条第２項の規定により日進市地区計画の区域内

における建築物の制限に関する条例（以下「条例」という。）第５条第１項の規定の適用を受

けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続き条例第５条第１項の規定（同

項の規定が改正された場合においては改正前の規定を含む。）の適用を受けない期間の始

期をいう。次号において同じ。）」と読み替えて適用するものとする。 

３ 法第３条第２項の規定により第７条第１項又は第８条の規定の適用を受けない部分を有

する建築物について、増築又は改築をする場合においては、法第３条第３項第４号の規定に

かかわらず、当該部分のうち当該増築又は改築をする部分以外の部分に対しては、第７条

第１項又は第８条の規定は、適用しない。 

４ 法第３条第２項の規定により第４条、第５条第１項、第７条第１項又は第８条の規定の

適用を受けない建築物について、大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合において

は、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、第４条、第５条第１項、第７条

第１項又は第８条の規定は、適用しない。ただし、用途の変更を伴う大規模の修繕又は大

規模の模様替をする場合における第４条の規定の適用については、この限りでない。 

 

＜解説＞ 

本条は、既存不適格建築物に対する制限の緩和について規定したものです。 



 

 

第１項 

次の各号に規定する範囲内の増築等をする場合において、第４条（建築物の用途の制限）

の適用除外を定めています。 

第１号 

政令第 137 条の７第１号の規定を準用し定めたものです。 

・増築又は改築が基準時における敷地内におけるもの 

・増築又は改築後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対して

法及び条例の容積率、建ぺい率の規定に適合すること 

を適用除外の条件として定めています。 

第２～４号 

政令第 137 条の７第２～４号の規定を準用し定めたものです。 

増築又は改築をする際には不適格となる床面積に対して 1.2 倍までの面積の増床が許容

されます（原動機付の工場については、1.2 倍までの原動機の出力増も許容されます）。 

第５号 

政令第 137 条の７第５号までの規定を準用し定めたものです。 

用途を変更する増築又は改築は既存不適格建築物に対する建築物の用途の制限の適

用除外とはなりません。 

 

第２項 

一定の範囲内の増築又は改築をする場合の、第５条第１項（建築物の容積率の最高限度）

の適用除外を定めています。 

政令第 137 条の８第１号から第３号までの規定を準用し定めたものです。 

【政令第 137 条の８】 

（容積率関係） 

第 137 条の 8 法第 3 条第 2 項の規定により法第 52 条第 1 項、第 2 項若しくは第 7 項又は法第 60 条第

1 項（建築物の高さに係る部分を除く。）の規定の適用を受けない建築物について法第 86 条の 7 第 1 項の規

定により政令で定める範囲は、増築及び改築については、次に定めるところによる。 

(1) 増築又は改築に係る部分が増築又は改築後においてエレベーターの昇降路の部分（当該エレベーターの

設置に付随して設けられる共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分を含む。）、自動車車庫等部

分、備蓄倉庫部分、蓄電池設置部分、自家発電設備設置部分又は貯水槽設置部分となること。 

(2) 増築前におけるエレベーターの昇降路の部分、共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分、自

動車車庫等部分、備蓄倉庫部分、蓄電池設置部分、自家発電設備設置部分及び貯水槽設置部分以外

の部分の床面積の合計が基準時における当該部分の床面積の合計を超えないものであること。 

(3) 増築又は改築後における自動車車庫等部分の床面積の合計、備蓄倉庫部分の床面積の合計、蓄電

池設置部分の床面積の合計、自家発電設備設置部分の床面積の合計又は貯水槽設置部分の床面積の

合計（以下この号において「対象部分の床面積の合計」という。）が、第 2 条第 3 項各号に掲げる建築物の部

分の区分に応じ、増築又は改築後における当該建築物の床面積の合計に当該各号に定める割合を乗じて得

た面積（改築の場合において、基準時における対象部分の床面積の合計が同項各号に掲げる建築物の部分



 

の区分に応じ基準時における当該建築物の床面積の合計に当該各号に定める割合を乗じて得た面積を超え

ているときは、基準時における対象部分の床面積の合計）を超えないものであること。 

 

第３項 

増築又は改築をする部分以外の部分については、第７条第１項（壁面の位置の制限）及び

第８条（建築物の高さの最高限度）の適用除外となることを定めています。 

 

第４項 

既存不適格建築物を大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合の、以下に規定する

制限の適用除外を定めています。ただし、用途の変更を伴う場合は、第４条（建築物の用途の

制限）は適用除外となりません。 

・第４条（建築物の用途の制限） 

・第５条第１項（建築物の容積率の最高限度） 

・第７条第１項（壁面の位置の制限） 

・第８条（建築物の高さの最高限度） 

 

 

（公益上必要な建築物の特例） 

第１２条 市長がこの条例の適用に関して、公益上必要な建築物及びその敷地で用途上又

は構造上やむを得ないと認めて許可したものについては、その許可の範囲内において、第 4 条

から第 9 条までの規定は、適用しない。 

 

＜解説＞ 

本条は、この条例に規定する建築物の用途等に関する制限の適用除外となる、公益上必

要な建築物の特例による許可について規定したものです。 

 

 



 

（建築物の緑化率の最低限度） 

第１３条 敷地面積が 30 平方メートル以上の建築物の新築又は増築をしようとする者は、当

該建築物の緑化率(都市緑地法第 34 条第 2 項に規定する緑化率をいう。以下同じ。)を、

対象区域内においては、それぞれ別表第 2 左欄の計画地区の区分に応じ、同表右欄の緑

化率の最低限度の項に掲げる数値以上としなければならない。当該新築又は増築をした建

築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

(1) この条例の建築物の緑化率の最低限度に関する規定(以下この項において「当該規定」

という。)の施行の日において既に新築又は増築の工事に着手していた建築物 

(2) 増築後の建築物であって、その床面積の合計が当該規定の施行の日における当該建築

物の床面積の合計の 1.2 倍を超えないもの 

(3) 次に掲げる建築物のいずれかに該当するものとして市長が許可したもの 

ア その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を

及ぼすおそれがないと認められるもの 

イ 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認められるもの 

ウ その敷地の全部又は一部が崖地である建築物その他の建築物であって、その敷地の状況

によってやむを得ないと認められるもの 

3 市長は、前項第 3 号に規定する許可の申請があった場合において、良好な都市環境を形

成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付することができる。 

4 建築物の敷地が、第 1 項の規定による建築物の緑化率に関する制限が異なる区域の 2

以上にわたる場合においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定にかかわらず、各区域の

建築物の緑化率の最低限度(建築物の緑化率に関する制限が定められていない区域にあっ

ては、零)にその敷地の当該区域内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて

得たものの合計以上でなければならない。 

 

＜解説＞ 

 

第１３条第１項 

本条は、建築物の緑化率の最低限度について規定したものです。 

区域（地区）毎の緑化率の最低限度を、別表第２に定めています。 

民有地を緑化することによる緑豊かな市街地の形成を目的としており、市内では日進駅西地

区において本条の制限を適用しています。 

  



 

 

例）日進駅西地区の緑化率の最低限度の例 

 

 
 

※敷地面積が 30 ㎡以上の新築・増築工事行為をする場合申請が必要になります。 

※複数の緑化施設の水平投影が重複する部分については、いずれか一つの緑化面積を計上します。 

※緑化工事完了時点の状態を基準として計算してください。 

※建築物の屋内にある緑化施設の計上はできません。 

  

○ ×

敷地面積200㎡ 敷地面積200㎡

【適合】 【不適合】

緑化面積÷敷地面積を15％以上とする必要があります。

緑化面積
20㎡

緑化面積30㎡



 

例）緑化施設の例 

① 樹木 

樹木の高さが 1ｍ以上の場合、高さに応じて下表に示す半径の樹冠を持つものとする、みな

し樹冠の半径により緑化面積を算出します。 

 

※樹高１ｍ未満の低木については、樹幹半径でのみ計算をすることとします。 

 
 

樹木の種類 みなし樹冠の半径 緑化面積 

低木 

（樹高 1.0m 未満） 
― 

樹冠の水平投影面積を 

緑化面積として計算します。 

中木 

（樹高 1.0m 以上～2.5m

未満） 

1.1ｍ 3.8 ㎡/本 

中高木 

（樹高 2.5m 以上～4.0m

未満） 

1.6ｍ 8.0 ㎡/本 

高木 

（樹高 4.0m 以上） 
2.1ｍ 13.8 ㎡/本 

 

  
例）中高木の場合 

樹
高

2
.5

m～
3
.9

m

※樹

樹

な

と

1.6m

実際の樹冠半径

みなし樹冠半径

樹冠の半径は、実際の樹冠半径の大小に 

関係なく、1.6ｍとみなします。 

ただし、みなし樹冠が重なる部分につい

ては、重複して緑化面積の計上ができませ

ん。 



 

 

② 花壇 

半年以上緑化されている花壇の水平投影面積を、緑化面積として計上します。 

※プランターやコンテナ等の容易に移動できるものについては、緑化面積として計上できません。 

 

 

③ 地被植物 

芝、その他の地被植物で表面が覆われている部分について、緑化面積とすることができます。 

 

※構造物等がある場合は、原則として、緑化面積から面積を控除してください。 

※駐車場、駐車場に接する場所等の車両が乗り入れる可能性があるところを緑化する場合

は、緑化保護資材を使用し、水平投影面積の 80％として計算します。 

 

 

  



 

第１３条第２項 

 第１項に定められた緑化率規定を適用しない建築物について規定したものです。 

 

・第１項の規定の施行の時点で、新築又は増築の工事を開始していた建築物 

・第１項の規定が施行された日以前の建築物の床面積の合計の 1.2 倍を超えない増築を行う建築物 

・次の条件のいずれかに該当すると市長が許可した建築物 

ア その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であって、良好な都市環境の形成に支障を及ぼすおそれがない

と認められるもの 

イ 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認められるもの 

ウ その敷地の全部又は一部が崖地である建築物その他の建築物であって、その敷地の状況によってやむを得

ないと認められるもの 

 

 

第１３条第３項 

 前項の「次の条件のいずれかに該当すると市長が許可した建築物」であると判断されたものに

対して、緑化率の適用除外について、条件を付して許可することができることについて規定したも

のです。 

 

第１３条第４項 

 建築物の敷地が、異なる緑化率規定が定められている地区の２以上にわたる場合に適用され

る規定について規定したものです。 

 なお、緑化率規定がない区域に関しては、0％として計算を行います。 

 

例）異なる緑化率規定が定められている地区の２以上にわたる場合 

 

  

 

120㎡×20％=24㎡
80㎡×15％=12㎡

敷地内で36㎡以上の緑化

をする義務があります。

120㎡ 80㎡

緑化率規制

15％区域

緑化率規制

20％区域



 

（一の敷地とみなすことによる緑化率規制の特例） 

第１４条 法第 86 条第 1 項から第 4 項まで(これらの規定を法第 86 条の 2 第 8 項において

準用する場合を含む。)の規定により一の敷地とみなされる一団地又は一定の一団の土地の

区域内の建築物については、当該一団地又は区域を当該建築物の一の敷地とみなして前

条の規定を適用する。 

 

＜解説＞ 

本条は、法第 86 条第 1 項から第 4 項までの規定により、一つの敷地とみなされる敷地での

緑化率の最低限度を規定したものです。 

 

 

（緑化施設の管理） 

第１５条 都市緑地法第 44 条に規定する緑化施設の管理の方法の基準は、次に掲げると

おりとする。 

(1) 緑化施設を良好な状態で維持保全するよう努めるとともに、植物を枯損状態で長期間

放置しないこと。 

(2) 建築物その他の工作物(以下「建築物等」という。)の屋上若しくは上面又は建築物等の

壁面に緑化施設を設けた場合においては、植物の育成状況及び建築物等への支障の有無

を確認する等の巡回及び点検に努めること。 

 

＜解説＞ 

本条は、設置された緑化施設について、適切に管理をするための方法を市の条例で規定した

ものです。 

緑化率の規定が適用される区域内では、建築工事の完了後も緑化施設を維持管理してい

くことが義務付けられていることから、下記の２項目の規定を設けています。 

・緑化施設について、良好な状態を保ち、枯れたまま放置しないこと 

・屋上緑化や壁面緑化をした場合、建築物やその他の工作物に影響がないように十分に確認すること 

 

 



 

（違反建築物に対する措置） 

第１６条 市長は、第 13 条(第 3 項を除く。)の規定又は同項の規定により許可に付された条

件に違反している事実があると認めるときは、当該建築物の新築若しくは増築又は維持保全

をする者に対して、相当の期限を定めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨

を命ずることができる。 

2 国又は地方公共団体の建築物については、前項の規定は、適用しない。この場合におい

て、市長は、国又は地方公共団体の建築物が第 13 条(第 3 項を除く。)の規定又は同条第

3 項の規定により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、その旨を当

該建築物を管理する機関の長に通知し、前項に規定する措置をとるべき旨を要請しなければ

ならない。 

 

＜解説＞ 

本条は、緑化率規制が適用される建築物の違反事例に対する措置について、規定したもの

です。 

 下記の行為により、敷地内の緑化率が条例第 13 条で定められた緑化率の最低限度を下回

った場合、条例違反となってしまいますので、ご注意ください。 

・植物を撤去した。 

・植物が枯れた後、捕植していない。 

・植栽帯の中に倉庫棟を設置した。 

・緑化駐車場の緑化部分を舗装した。 

 

建築物を所有されている方、管理されている方、住まわれている方におきましては、緑化率の

順守に努めていただくようにお願いいたします。 

 

 

（報告及び立ち入り検査） 

第１７条 市長は、前条の規定の施行に必要な限度において、建築物の新築若しくは増築

又は維持保全をする者に対し、当該建築物につき、当該建築物の緑化率の最低限度(第

13 条第 1 項又は第 4 項の規定により当該建築物に適用される緑化率の最低限度又は同

条第 3 項の規定により許可の条件として付された緑化率の最低限度をいう。)に関する基準へ

の適合若しくは緑化施設の管理に関する事項に関し報告させ、又はその職員に、当該建築

物若しくはその敷地若しくはそれらの工事現場に立ち入り、当該建築物、緑化施設、書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

2 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請

求があったときは、これを提示しなければならない。 

3 第 1 項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

 

＜解説＞ 



 

本条は、条例の規定により設置された緑化施設の適切な管理のため、緑化施設の状況につ

いてその管理者に報告させることや職員が立入検査をすることできることを規定したものです。 

 

（委任） 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

 

＜解説＞ 

本条は、この条例の施行に関し必要な手続等（書式等）の市長への委任について規定したも

のです。 

「日進市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則」において定めて

います。 

 

 

（罰則） 

第１９条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

（１）第４条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

（２）建築物を建築した後に当該建築物の敷地面積が減少したことにより、第６条第１項の規

定に違反することとなった場合における当該敷地の所有者、管理者又は占有者 

（３）第５条第１項、第６条第１項、第７条第１項、第８条又は第９条の規定に違反した場合

（前号の規定に該当する場合を除く。）における当該建築物の設計者（設計図書に記載され

た認定建築材料等（型式適合認定に係る型式の建築材料若しくは建築物の部分、構造方

法等の認定に係る構造方法を用いる建築物の部分若しくは建築材料又は特殊構造方法

等認定に係る特殊の構造方法を用いる建築物の部分若しくは特殊の建築材料をいう。以下

同じ。）の全部又は一部として当該認定建築材料等の全部又は一部と異なる建築材料又

は建築物の部分を引き渡した場合においては当該建築材料又は建築物の部分を引き渡し

た者、設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場

合（設計図書に記載された認定建築材料等と異なる建築材料又は建築物の部分を引き渡

された場合において、当該建築材料又は建築物の部分を使用して工事を施工した場合を除

く。）においては当該建築物の工事施工者） 

（４）法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合における当該建築物の

所有者、管理者又は占有者 

２ 前項第３号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるもので

あるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑

を科する。 

 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 16 条第 1 項による規定による命令に違反した者 

(2) 第 17 条第 1 項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 



 

 

 

＜解説＞ 

第１９条及び第２０条は、この条例の実効性を確保するため罰則について規定したものです。 

 

第１９条第１項 

法 107 条の規定に基づき、条例に違反した者等に対し 20 万円以下の罰金を科する規定で

す。 

第１号 

第４条（建築物の用途の制限）の規定に違反した場合 

第２号 

建築物を建築した後に当該建築物の敷地を分割したことにより、第６条第１項（建築物の敷

地面積の最低限度）の規定に違反することになった場合。 

建築時期をずらして、建築敷地を二重使いすることで最低敷地面積制限をすり抜ける悪質

行為の抑止のために設けています。 

第３号 

次の規定に違反した場合 

・第５条第１項（建築物の容積率の最高限度） 

・第６条第１項（建築物の敷地面積の最低限度） 

・第７条第１項（壁面の位置の制限） 

・第８条（建築物の高さの最高限度） 

・第９条（垣又はさくの構造の制限） 

第４号 

建築物の用途の変更時に、第４条（建築物の用途の制限）の規定に違反した場合 

 

第２項 

前項第３号の規定に違反する行為があった場合、設計者又は工事施工者は罰則の対象で

すが、建築主も対象とされる規定です。 

 

第２０条 

都市緑地法第 119 条の規定に基づき、条例に違反した者等に対し 30 万円以下の罰金を

科する規定です。 

第１号 

第１３条の規定により設置された緑化率の違反に対して行われた是正に従わなかった場合 

第２号 

建築物の緑化施設について、要求された報告をしなかったり、虚偽申告をしたり、立入検査を

拒んだ場合 

 

 



 

（両罰規定） 

第２１条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関して、前 2 条の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 

＜解説＞ 

本条は、罰則の両罰規定について規定したものです。 

 

条例に違反する行為については、その行為を行うものが個人である場合、あるいは行っている

者の意志ではなく、その所属する組織の命令に基づき行う場合等、その性質上、その違反者た

る自然人を罰するだけでは、条例の実効性を確保できない場合があります。 

そのため、前 2 条の違反行為があった場合、現実の違反者を罰するほか、業務主体である法

人又は自然人（個人事業者等）に対しても罰則を課すものとします。 

 

 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年８月１日から施行する。 

（名古屋都市計画日進竹の山南部地区計画に係る建築物の制限に関する条例等の廃

止） 

２ 次に掲げる条例（以下「旧条例」という。）は、廃止する。 

（１）名古屋都市計画日進竹の山南部地区計画に係る建築物の制限に関する条例（平成

１１年日進市条例第４号） 

（２）名古屋都市計画日生東山園地区計画に係る建築物の制限に関する条例（平成１２

年日進市条例第１０号） 

（３）名古屋都市計画米野木駅前地区計画に係る建築物の制限に関する条例（平成１６

年日進市条例第１９号） 

（４）名古屋都市計画日進笠寺山地区計画に係る建築物の制限に関する条例（平成２０

年日進市条例第３８号） 

（５）名古屋都市計画赤池箕ノ手地区計画に係る建築物の制限に関する条例（平成２４年

日進市条例第２６号） 

（経過措置） 

３ この条例の施行前に、旧条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例

の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ この条例の施行前に、旧条例の対象区域においてした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

 

＜解説＞ 

この条例の施行期日、旧条例の廃止及び経過措置について規定したものです。 



 

 

第１項 

条例の施行については、市民、建築主事、指定確認検査機関、宅地建物取引業者、建

築士等への周知を図る期間を置くこととし、名古屋都市計画芦廻間地区計画の告示予定日

と合わせて、平成２８年８月１日とします。 

 

第２項 

本条例の施行前に既に施行していた５地区の地区計画に係る建築物の制限に関する条例

については、本条例により一本化されるため廃止します。 

 

第３項 

本条例の施行の経過措置として、旧５地区における地区計画に係る建築物の制限に関する

条例によりなされた処分、手続その他の行為については、本条例の相当規定によりなされたもの

とみなすものです。 

 

第４項 

本条例の施行の経過措置として、旧５地区における地区計画に係る建築物の制限に関する

条例においてした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によるものとするものです。 

憲法第３９条の遡及処罰の禁止によるものです。 

 

 

附 則(平成３０年３月２６日条例第１７号) 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則(令和７年３月２４日条例第１５号) 

この条例は、令和７年５月１日から施行する。 

 

＜解説＞ 

この条例の一部改正の施行期日について規定しています。 

 

平成３０年３月２６日条例第１７号 

都市緑地法等の一部を改正する法律の施行による建築基準法の一部改正に伴い、日生

東山園地区整備計画及び赤池箕ノ手地区整備計画において、建築基準法を引用する条項

について必要な規定の整理を行ったものです。 

 

令和７年３月２４日条例第１５号 

日進駅西地区計画の決定に伴い、対象地域に日進駅西地区整備計画区域を加え、同区

域に係る用途の制限、壁面の位置の制限、緑化率の最低限度等を規定するとともに、地区計

画の区域内における建築物に係る緑化率の最低限度についての規定を導入するために、条例

の整備を行ったものです。  



 

別表第１（第３条関係） 

名称 区域 

日進竹の山南部地区

整備計画区域 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項の規定により告

示された名古屋都市計画日進竹の山南部地区計画の区域のうち、地区

整備計画が定められている区域 

日 生 東 山 園 地 区 整

備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画日

生東山園地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

米 野 木 駅 前 地 区 整

備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画米

野木駅前地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

日 進 笠 寺 山 地 区 整

備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画日

進笠寺山地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

赤池箕ノ手地区整備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画赤

池箕ノ手地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

芦 廻 間 地 区 整 備 計

画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画芦

廻間地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

日 進 駅 西 地 区 整 備

計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された名古屋都市計画日

進駅西地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区域 

 

別表第２（第４条－第９条関係） 

対象区

域 

制限 

名

称 

計

画

地

区 

日

進

竹

の

山

南

部

地

区

整

備

計

画

区

域 

Ａ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｂ

－

１

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

１５ｍ（階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建

築物（以下「塔屋等」という。）の屋上部分の水平投影面積の合計が当該

建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５ｍ

までは、当該建築物の高さに算入しない。） 



 

 

Ｂ

－

２

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 共同住宅又は下宿 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

５ 公衆浴場 

６ 病院 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｃ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

２ ホテル又は旅館 

３ 自動車教習所 

４ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

 
高さの最

高限度 

２０ｍ（塔屋等の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築

面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５ｍまでは、当該

建築物の高さに算入しない。） 

Ｄ

地 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

 

区  ２ ホテル又は旅館 

３ 自動車教習所 

４ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 



 

Ｅ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

５ 公衆浴場 

６ 病院 

７ ホテル又は旅館 

８ 自動車教習所 

９ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

１０ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売

場その他これらに類するもの 

敷地面積

の最低限

度 

１,０００㎡ 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

 

Ｆ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

２ ホテル又は旅館 

３ 自動車教習所 

４ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

日

生

東

山

園

地

区

整

備

計

画

区

域 

Ａ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 住宅（共同住宅、寄宿舎及び下宿を除く。） 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 図書館、公民館その他これらに類するもの 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第１３０条の４第１

号及び第３号から第５号までで定める公益上必要な建築物 

６ 前各号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の５で定めるものを除

く。） 

容積率の

最高限度 

１００％ 

敷地面積

の最低限

度 

１８０㎡ 



 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は１ｍ以上である

こと。ただし、建築物の敷地面積が１８０㎡未満の場合は、それらの距離を

０．５ｍ以上とすることができる。また、間口（建築物の敷地の各部分におい

て、前面道路に平行な線が敷地境界線と交わる２点間の水平距離）又は

奥行き（建築物の敷地の各部分において、前面道路に垂直な線が敷地境

界線と交わる２点間の水平距離）が１１．５ｍに満たない距離を有する敷地

では、当該１１．５ｍに満たない部分のそれらの距離を０．５ｍ以上とすること

ができる。また、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 

 

 １ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

９ｍとし、かつ、当該建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路

の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１．５分

の１を乗じて得たものに５ｍを加えたもの以下とする。 

Ｂ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 住宅（共同住宅、寄宿舎及び下宿を除く。） 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 図書館、公民館その他これらに類するもの 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第１３０条の４第１

号及び第３号から第５号までで定める公益上必要な建築物 

６ 病院 

７ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち政令第１３０

条の５の３で定めるものでその用途に供する部分の床面積の合計が５００

㎡以内のもの 

８ 事務所のうちその用途に供する部分の床面積の合計が５００㎡以内のも

の 

 ９ 前各号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の７の２第３号に定める

ものに限る。） 

容積率の

最高限度 

２００％ 

敷地面積

の最低限

度 

１８０㎡ 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は１ｍ以上である

こと。ただし、建築物の敷地面積が１８０㎡未満の場合は、それらの距離を

０．５ｍ以上とすることができる。また、間口（建築物の敷地の各部分におい

て、前面道路に平行な線が敷地境界線と交わる２点間の水平距離）又は

奥行き（建築物の敷地の各部分において、前面道路に垂直な線が敷地境

界線と交わる２点間の水平距離）が１１．５ｍに満たない距離を有する敷地

では、当該１１．５ｍに満たない部分のそれらの距離を０．５ｍ以上とすること

ができる。また、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

  

 １ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

９ｍとし、かつ、当該建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路

の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に１．５分

の１を乗じて得たものに５ｍを加えたもの以下とする。 



 

Ｃ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 住宅（共同住宅、寄宿舎及び下宿を除く。） 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 図書館、公民館その他これらに類するもの 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第１３０条の４第１

号及び第３号から第５号までで定める公益上必要な建築物 

６ 病院 

７ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

８ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち政令第１３０

条の５の３で定めるもの 

９ 事務所 

１０ 学校 

１１ 政令第１３０条の４第２号又は政令第１３０条の５の４で定める公益上

必要な建築物 

１２ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

１３ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

１４ 自動車車庫 

１５ 倉庫業を営む倉庫 

１６ 自動車修理工場で作業場の床面積の合計が１５０㎡以内のもの 

１７ 次に掲げる事業を営む工場以外の工場で作業場の床面積の合計が５

０㎡以内のもの（原動機を使用するものにあっては、その出力の合計が０．

７５ｋＷ以下のものに限る。） 

ア 法別表第２（と）項第３号（１）から（１６）まで 

イ 法別表第２（ぬ）項第３号（１）から（２０）まで 

ウ 法別表第２（る）項第１号（１）から（３１）まで 

１８ 次に掲げる危険物の貯蔵又は処理に供する建築物以外の危険物の

貯蔵又は処理に供する建築物 

ア 法別表第２（と）項第４号 

イ 法別表第２（ぬ）項第４号 

 

  ウ 法別表第２（る）項第２号 

 容積率の

最高限度 

２００％ 

 
敷地面積

の最低限

度 

１８０㎡ 

 

壁面の位

置の制限 

 外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上であ

ること。ただし、建築物の敷地面積が１８０㎡未満の場合は、道路境界線ま

での距離に関し、当該規定を適用しない。また、それらの距離の限度に満た

ない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに該当する

場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

 

高さの最

高限度 

１５ｍ（塔屋等の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建

築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５ｍまでは、当

該建築物の高さに算入しない。）とし、かつ、当該建築物の各部分の高さは、

当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方

向の水平距離に１．２５を乗じて得たものに７．５ｍを加えたもの以下とする。 



 

米

野

木

駅

前

地

区

整

備

計

画

区

域 

Ａ

－

１

地

区 

Ａ

－

２

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 勝馬投票券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所 

２ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

３ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

４ 自動車教習所 

５ 倉庫業を営む倉庫 

Ｂ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ ホテル又は旅館 

２ 勝馬投票券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所 

３ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

４ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

５ 自動車教習所 

６ 倉庫業を営む倉庫 

Ｃ

－

１

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ ホテル又は旅館 

２ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

３ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

４ 自動車教習所 

高さの最

高限度 

２０ｍ（塔屋等の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築

面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５ｍまでは、当該

建築物の高さに算入しない。） 

Ｃ

－

２

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ ホテル又は旅館 

２ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

３ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎 

４ 自動車教習所 

５ ３階以上の部分を店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもの 

 
高さの最

高限度 

１５ｍ（塔屋等の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築

面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５ｍまでは、当該

建築物の高さに算入しない。） 

Ｄ

地 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

 

区  ２ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線までの距離（道路の隅切り部分を除く。）は１ｍ

以上、隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上であること。ただし、それらの距

離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 附属建築物である別棟の車庫、物置その他これらに類する用途に供し、

軒の高さが２．５ｍ以下で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床

面積の合計が１０㎡以内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｅ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

２ 公衆浴場 



 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線までの距離（道路の隅切り部分を除く。）は１ｍ

以上、隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上であること。ただし、それらの距

離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のい

ずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 附属建築物である別棟の車庫、物置その他これらに類する用途に供し、

軒の高さが２．５ｍ以下で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床

面積の合計が１０㎡以内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

日

進

笠

寺

山

地

区

整

備

計

画 

Ａ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 戸建て専用住宅又は２戸の長屋 

２ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類するもので政令第１３０条の

４で定める公益上必要な建築物 

３ 前２号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の５で定めるものを除

く。） 

容積率の

最高限度 

１００％ 

敷地面積

の最低限

度 

１８０㎡ 

区

域 

 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は１ｍ以上である

こと。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物

の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 

２ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

３ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

１０ｍ 

垣又はさく

の構造の

制限 

敷地内に設置する垣又はさくは、生垣又は高さ（敷地地盤面からの高さを

いう。）が１．５ｍ以下（そでの長さが左右それぞれ２ｍまでの門及び門に附属

する塀にあっては、１．８ｍ以下）のものであること。 

Ｂ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物 

１ 集会所、管理組合事務所又は地域し尿処理施設 

２ 前号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の５で定めるものを除く。） 

容積率の

最高限度 

１００％ 

敷地面積

の最低限

度 

１８０㎡ 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は１ｍ以上である

こと。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物

の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 

２ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

３ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

  
高さの最

高限度 

１０ｍ 



 

垣又はさく

の構造の

制限 

敷地内に設置する垣又はさくは、生垣又は高さ（敷地地盤面からの高さを

いう。）が１．５ｍ以下（そでの長さが左右それぞれ２ｍまでの門及び門に附属

する塀にあっては、１．８ｍ以下）のものであること。 

赤

池

箕

ノ

手

地

区

整

備

計

画

区

域 

Ａ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｂ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ ホテル又は旅館 

２ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、都市計画法第１４条第１項に規定する計画図で指定され

た道路接道部においては、道路境界線までの距離は１ｍ以上であること。ま

た、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｃ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ ホテル又は旅館 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、都市計画法第１４条第１項に規定する計画図で指定され

た道路接道部においては、道路境界線までの距離は１ｍ以上であること。ま

た、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 

 

 １ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｄ

－

１

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

５ 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 

６ ホテル又は旅館 

７ 自動車教習所 

８ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売

場その他これらに類するもの 

９ 倉庫業を営む倉庫 

１０ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎（ただし、ペットショップ、動物病

院その他これらに類するもので動物保管施設を除く。） 



 

敷地面積

の最低限

度 

３,０００㎡ 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、都市計画法第１４条第１項に規定する計画図で指定され

た道路接道部においては、道路境界線までの距離は１ｍ以上であること。ま

た、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｄ 用途の制 次に掲げる建築物 

 

－

２

地

区 

限 １ 自動車教習所 

２ 倉庫業を営む倉庫 

３ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎（ただし、ペットショップ、動物病院

その他これらに類するもので動物保管施設を除く。） 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以

内であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

Ｅ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿（ただし、同一敷地内にある事業者の勤務

者用のものを除く。） 

４ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

５ ホテル又は旅館 

６ 自動車教習所 

 ７ 政令第１３０条の７で定める規模の畜舎（ただし、ペットショップ、動物病院

その他これらに類するもので動物保管施設を除く。） 

８ 法別表第２（と）項第４号に掲げるもの 

９ 法別表第２（か）項に掲げるもの 

敷地面積

の最低限

度 

１,０００㎡ 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は１ｍ以上である

こと。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物

の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以内

であること。 

  

 
２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 



 

芦

廻

間

地

区

整

備

計

画

区

域 

Ａ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

２ 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

３ 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く。）、図書

館その他これらに類するもの（集会所を除く。） 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

５ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

６ 公衆浴場 

７ 診療所 

８ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第１３０条の４で定

める公益上必要な建築物 

９ 前各号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の５で定めるものを除

く。） 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から隣地境界線までの距離は１ｍ以上であること。ただし、その

距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号の

いずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 

２ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、その距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以内で

あること。 

３ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

９ｍ 

Ｂ

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち政令

第１３０条の３で定めるもの 

２ 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

３ 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く。）、図書

館その他これらに類するもの 

４ 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

５ 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

６ 公衆浴場 

７ 診療所 

８ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令第１３０条の４で定

める公益上必要な建築物 

９ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち政令第１３０

条の５の２で定めるものでその用途に供する部分の床面積の合計が１５０

㎡以内のもの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

 

  １０ 前各号の建築物に附属するもの（政令第１３０条の５で定めるものを除

く。） 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から隣地境界線までの距離は１ｍ以上であること。ただし、その

距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号の

いずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 

２ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、その距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以内で

あること。 

３ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

高さの最

高限度 

９ｍ 

日

進

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 



 

駅

西

地

区

整

備

計

画

区

域 

A

地

区 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以内

であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

緑化率の

最低限度 

１００分の１５ 

B

地

区 

用途の制

限 

次に掲げる建築物 

１ 公衆浴場 

壁面の位

置の制限 

外壁面等から道路境界線又は隣地境界線までの距離は０．５ｍ以上で

あること。ただし、それらの距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

１ 物置、車庫その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．５ｍ以下

で、かつ、それらの距離の限度に満たない部分の床面積の合計が１０㎡以内

であること。 

２ 建築物の附属部分等で出窓（床面積に算入されるものを除く。）、ベラン

ダその他これらに類するものであること。 

緑化率の

最低限度 

１００分の１５ 
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